
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

     〔資　産　の　部〕      〔負　債　の　部〕

 流　動　資　産 4,145,452  流　動　負　債 2,484,900

現 金 及 び 預 金 1,633,604 買 掛 金 564,947

売 掛 金 2,171,065 未 払 金 131,663

仕 掛 品 155,272 未 払 費 用 1,014,069

前 払 費 用 172,891 未 払 法 人 税 等 2,098

未 収 入 金 19,330 預 り 金 17,562

貸 倒 引 当 金 ( 短 期 ) △ 12,781 賞 与 引 当 金 754,560

そ の 他 6,069

 固　定　資　産 1,405,033  固　定　負　債 1,491,757

  有形固定資産 226,264 資 産 除 去 債 務 1,474

建 物 12,437 退 職 給 付 引 当 金 1,410,443

建 物 附 属 設 備 165,164 永 年 勤 続 引 当 金 79,840

構 築 物 1,886 負 債 合 計 3,976,658

工 具 器 具 備 品 46,776

     〔純  資  産  の  部〕

  無形固定資産 164,482  株　主　資　本 1,573,827

ソ フ ト ウ ェ ア 164,482 資　　本　　金 98,000

資  本  剰  余  金 73,881

  投資その他の資産 1,014,286 資 本 準 備 金 73,881

保 証 金 171,306 利 益 剰 余 金 1,401,946

繰 延 税 金 資 産 843,238 利 益 準 備 金 24,500

貸 倒 引 当 金 ( 長 期 ) △ 259 その他利益剰余金 1,377,446

繰越利益剰余金 1,377,446

純 資 産 合 計 1,573,827

資 産 合 計 5,550,485 負債・純資産合計 5,550,485

貸　借　対　照　表

（2024年 3月31日現在）

(単位：千円、切り捨て）



15,729,592

13,988,309

1,741,283

1,487,369

253,913

17

1,739 1,756

5,258 5,258

250,411

250,411

1,860

92,749 94,610

155,801

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人 税、住民 税及 び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

受 取 利 息

そ の 他

営 業 外 費 用

そ の 他

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

損　益　計　算　書

2023年 4月　  1日から
2024年 3月　31日まで

(単位：千円、切り捨て）

科　　　目 金　　　額
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2．貸借対照表に関する注記

3．損益計算書に関する注記

個　別　注　記　表

1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の法定繰入率に基づき、

回収不能見込額を計上しております。

また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上しており

ます。なお、役員の賞与支給に充てるため、賞与支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上

しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき、当期末において発生しているものと認められる額を計上しております。

なお、役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の100 ％を計上して

おり、当期末要支給額（31,334 千円）は退職給付引当金に含めて計上しております。

④永年勤続引当金

当期末における引当金を表彰規程に基づき、計上しております。

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産・・・定率法を採用しております。ただし、2016 年 4 月 1 日以降に取得した

建物附属設備については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産・・・定額法を採用しております。

（1）棚卸の評価基準および評価方法

評価基準は、原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）によっ

ております。

仕掛品・・・総平均法を採用しております。

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（1）有形固定資産の減価償却累計額

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

350,475

2,110,008

15,878

千円

千円

千円

関係会社との取引高

売 上 高

営業取引以外の取引高

15,275,082

182

千円

千円
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4．株主資本等変動計算書に関する注記

5．１株あたり情報に関する注記

（2）当期に行った剰余金の配当に関する事項

2023年5月26日開催の第38回定時株主総会による決議

①配当金の総額

②1株当たりの配当金

③基準日

④効力発生日

（3）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

2024年5月24日開催の第39回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

①配当金の総額

②1株当たりの配当金

③基準日

④効力発生日

392,394 千円

102,000 円

2023年3月31日

2023年5月29日

157,727 千円

41,000 円

2024年3月31日

2024年5月27日

①1株当たりの純資産額

②1株当たりの当期純利益

409,105 円

40,499 円

12 銭

41 銭

（1）当期末日における発行済み株式の数

普通株式 3,847 株
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